
事業概要シート

≪　≫は、29年度の当初予算

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

担当課 産業振興部　商工振興課 問合せ先 0957-53-4111（内線249）

一般財源 1,067 千円

　大村市中小企業振興会議を設置し、中小企業振興上の課題、改善策及び施策の検討等を行う会議を定期
的に開催するとともに、専門的知識を有する専門部会を必要に応じて開催し、具体的な中小企業振興施策
を検討協議する。
　
　≪会議開催予定≫
　中小企業振興会議（17人）　3回
　運営部会（7人）　5回
　人材部会（8人）　4回
　魅力部会（7人）　4回
　情報発信部会（7人）　4回

　≪市内事業者アンケート≫
　大村商工会議所会員宛て（1,200通送付）

平成25年度に策定した「大村市中小企業振興基本条例」に基づいて、中小企業や大企業の代表者、中小企
業団体、商工会議所などによって構成される「大村市中小企業振興会議」を平成26年度に設置し、中小企
業の課題に対する調査研究を行っている。
個別の研究テーマについて、専門的に深く研究するため、平成29年度から専門部会を設置し、各部会で調
査研究を進め、振興会議で審議する体制をとっている。
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施策： 商工業経営基盤の強化と創業支援

事業名：
中小企業振興支援事業
（中小企業振興活性化事業）

拡充 予算額

運営部会 人材部会 魅力部会
情報発信
部会

大村市中小企業振興会議

提 言

市 長 中小企業支援施策

事業化

振興会議に対し、
検討テーマ・会議
方針を提案する。

振興会議の調査研究事項ごとに専門部会を設置し、
対応策等協議し、振興会議へ報告する。
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】

5,381 31,634

1次評価 担当者意見のとおり

フルコスト 7,298 5,465 2,992 5,117 5,381

2次評価 1次評価者意見のとおり

妥当性
(市の関与)

大村市中小企業振興会議を開催し、振興施策を協議・検討することにより、中小企業者に広
く中小企業振興の重要性を意識させることは、市の重要施策の一つである地場企業の振興に
繋がることから、市が関与する妥当性は高い。

有効性
(施策貢献度)

中小企業が地域経済に阿多会える影響が大きいことや、まちづくりとの関わりが深いことか
ら、地域一体となって中小企業をバックアップしていく取り組みが推進される。

効率性
(コスト)

中小企業振興を目的とした振興会地を行う上で、定期的な会議の開催は必要であり、会議開
催に付随する委員報酬や旅費などに削減の余地はない。
また、アンケートについても、市内中小企業者の声を支援施策に取り入れるために実施する
ため、削減の余地はない。
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大村市中小企業振興会議・専門部会の
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